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巻頭言

平成27年度の鹿児島県精神保健福祉センター所報が完成しましたので，ここにご報

告いたします。 

当県におきましては，平成27年5月に口永良部島の新岳噴火があり，島民が全員屋久

島などへの避難を余儀なくされました。幸い噴火による人身への直接の被害はありま

せんでしたが，島外への避難が長期にわたりました。当センターでは，屋久島町，屋

久島保健所等と協力し，避難者への心のケア対策会議へ参加し，助言を行いました。

また避難所を巡回し，避難者からの相談にも対応しました。 

センターの業務を振り返ってみますと，自殺対策では，若年者の自殺予防と事後対

応，自殺関連統計，自殺未遂者支援などの研修会を開催しました。鹿児島県の自殺者

は平成27年度では312人で，自殺死亡率もまだ全国平均を上回っております。自殺予防

情報センターには，平成27年度も相当数の相談があり，相談者の置かれている状況を

把握しながら，地域や関係機関の協力を得ながら対応しています。 

思春期講座では，子どもの心の危機状態，思春期に見られる問題事例とそのアプロ

ーチ，思春期事例検討，精神的な問題を抱える子供への理解と対応などの講演を含む

研修会を開催しました。多くの関係機関の職員の参加を得て，各々の日々の業務の参

考にしていただいております。 

高次脳機能障害者支援では，基礎講座，地域支援，子どもの高次脳機能障害対応の

研修会を開催しました。高次脳機能障害者支援センターにおいては，相談者からの相

談内容も医療面だけではなく，生活全般や社会復帰に向けた継続的なニーズが高い状

況となっています。また日々の電話相談も昨年同様相当数あり多岐にわたっておりま

す。 

法定業務の自立支援医療費及び精神障害者保健福祉手帳の判定交付においては，年

々その数が増加しております。また，精神医療審査会の退院・処遇改善請求審査件数

も毎年相当数あり，審査の迅速化や女性審査委員や予備審査委員の確保など課題は山

積しています。 

平成28年度になりますが，当県では今回の熊本地震災害へのDPAT派遣，保健師派遣

等を行いました。当センターにおきましても，医師1名，保健師2名を派遣いたしまし

た。地震災害にあわれた方々には，心よりお悔やみとお見舞いを申し上げますととも

に，早期の復興がなされることを祈念しております。 

最後になりましたが，職員一同真摯にすべての業務につきまして取り組んでいきた

いと考えております。益々のご指導，ご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

                    平成29年２月 

                    鹿児島県精神保健福祉センター 

                    所長   竹之内 薫 
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１．沿革

  ・昭和４２年４月 「精神衛生センター」として発足 

  ・昭和６３年７月 精神保健法の施行に伴い，「精神保健センター」に改称 

  ・平成 ７年７月 精神保健法の改正に伴い，「精神保健福祉センター」に改称 

  ・平成２３年３月 現在地（ハートピアかごしま２階）に移転 

２．組織，職員及び施設概要 （Ｈ２７.４.１現在） 

（１）組織状況

                  医事課

所長（医師）  副所長 

                  相談支援課

（２）職種別職員数 

職種 精神科医師 事務 保健師 心理 計 非常勤職員 

人数 １ ５（うち兼1） ４ １ １１（うち兼１） ３１ 

＊非常勤職員：高次脳機能障害者支援員１人，自殺対策調整員１人 

          精神医療審査会委員２５人 

          自立支援医療費（精神通院）及び精神障害者保健福祉手帳判定会委員４人 

（３）施設概要 

①所在地：鹿児島市小野一丁目１番１号（ハートピアかごしま ２階） 

 ②平面図 



Ⅱ 事業実績
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１．普及啓発

  一般住民に対して精神保健福祉や精神障害に関する知識について普及啓発を行うとと

もに，保健所及び市町村が行う普及啓発活動に対して協力及び援助を行っている。 

（平成２７年度） 

内容 実施回数 参加人数

ひきこもり家族の会 １２回 ７８

セルフヘルプフォーラムかごしま（セルフヘルプネットかごしま主催） １回 １０１

こころの健康を考えるつどい（鹿児島県精神保健福祉協議会・薩摩川内

市主催，精神保健福祉センター共催）
１回 ４０８

その他 ４回 １,７０８

計 ２,２９５

２．技術援助・教育研修

  地域精神保健福祉活動を推進するため，保健所，市町村及び関係機関に対し，技術援 

助や研修を行っている。 

（１）技術援助（平成２７年度） 

項目 

対象機関 

・施設 

老 

人 

精 

神 

保 

健 

社 

会 

復 

帰 

ア 

ル 

コ 

｜ 

ル 

薬 

物 

思 

春 

期 

ギ

ャ

ン

ブ

ル

心 

の 

健 

康 

づ 

く 

り 

ひ 

き 

こ 

も 

り 

自 

殺 

関 

連 

犯 

罪 

被 

害 

災

害 

そ 

の

他 

計 電

話 

実施件数 ６ ５ １１ ５ １３ ４４ １ ６ １ １ ４５ １３８ １０５

保健所 １ １ １ ５ ８ ３０

市町村 ２ ４ ３ ９ １９

医療施設 １ １ １６ １８ １７

その他 ６  ５ １１ ５ １３ ４１ １ ４ １ ２７ １１４ ３９

合 計 ６  ５ １１ ５ １３ ４５ １ １０ １ １ ５１ １４９ １０５

＊ 実施件数は，技術援助を行った会議・研修会等の回数。一回の会議・研修会等で複数

の対象機関・施設に技術援助を行うことがあるため，対象機関・施設の合計と実施件

数が一致しない項目もある。
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（２） 職員の派遣及び関連会議等への出席状況（平成２７年度） 

① 保健所等 

依 頼 機 関 内 容 従事者 

県地域振興局・支庁保健福祉環

境部（保健所） 

北薩地区民生委員・児童委員研修会 心理士 

市保健所 精神保健福祉相談（屋久島保健所） 所長 

市町村 口之永良部島災害避難者心のケア会議 所長 

 鹿児島市自殺対策予防委員会 保健師 

 鹿児島市健康づくり推進市民会議 副所長  

 鹿児島市精神保健福祉対策協議会 所長  

 鹿児島市ゲートキーパー養成講座 自殺対策調整員 

 北薩地区地域保健活動協議会研修会 所長 

 阿久根市民生委員研修会 自殺対策調整員 

 自殺関係会議 保健師 

② 県部局等 

依 頼 機 関 内 容 従事者 

総務事務センター健康管理係 職員健康審査会 所長 

 職員の心の健康づくり計画策定委員会 所長 

 心の健康づくり専門部会 所長 

 試し出勤に係る調整会議 所長 

 産業医面接 所長 

地域振興局総務企画課 職員の心の健康教室（埋蔵文化財センター） 所長  

 職員の心の健康教室（熊毛支庁） 所長  

 職員の心の健康教室（屋久島地区） 所長  

 職員の心の健康教室（伊佐地区） 所長 

 職員の心の健康教室（出水地区） 所長 

子ども福祉課 家庭相談員研修会   心理士 

障害福祉課 精神保健福祉担当者会議 保健師 事務 

 精神科救急医療体制整備に係る打合会 所長 

 精神科救急医療システム連絡調整委員会 所長 

精神科救急医療相談窓口業務運用マニュアル検討会 所長 保健師 

 精神科救急医療相談窓口相談員研修 所長 保健師 

 精神科病院実地審査・実地指導 所長 

 措置入院 3か月診察 所長 

 精神保健福祉審議会 所長 

 発達障害者支援体制整備検討委員会 所長 

 障害者自立支援協議会 保健師 

 自殺対策連絡協議会 所 長  保 健 師

自殺対策調整員 

こども総合療育センター こども総合療育センター連絡協議会 所長 
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社会福祉課 福祉サービス三者評価推進委員会 所長 

 生活保護法に基づく指定医療機関個別指導 所長 

青少年育成県民会議 かごしま子ども若者地域支援協議会 保健師  

児童相談所 高次脳機能障害者ケース会議 高次脳機能障害者支援員

介護福祉課 認知症総合支援対策促進協議会 所長 

 高齢者虐待防止推進会議 所長 

 認知症疾患医療センター候補選定委員会 所長 

 介護保険審査会 所長 

生活・文化課 犯罪被害者等支援庁内連絡会議 保健師 

保健医療福祉課 准看護師試験委員会 所長 

③ 教育委員会 

依 頼 機 関 内 容 従事者 

義務教育課 ＳＳＷ活用事業連絡協議会 心理士 

 いじめ問題対策連絡協議会 所長  

 教育支援委員会 所長  

教職員課 指導が不適切な教員に係る審査委員会 所長 

鹿児島大学教育学部付属特別支援学校 支援関係者情報交換会 所長 心理士 

総合教育センター 心のふれあい相談会 心理士  
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④ その他の関係機関 

依 頼 機 関 内 容 従事者 

鹿児島大学大学院医歯学総合研

究科精神機能病学分野 

精神科臨床実習 所長 

鹿児島大学医学部保健学科 講義 所長 

県立姶良病院 こころの健康講座 所長 

 医療観察法病棟倫理会議 所長  

鹿児島県警察本部 ＤＶ・ストーカー等相談業務関係機関連絡会議 保健師 

 県薬物乱用対策推進地方本部会議 副所長 

 職場復帰支援の調整会議  所長 

 生活相談員研修会 所長 

かごしま障害者就業・生活支援センター 県障害者就業・生活支援センター連絡会  高次脳機能障害者支援員 

かごしま子ども・若者総合相談センター 子どもに関する相談機関の合同連絡会 保健師 心理士 

鹿児島県社会福祉協議会 鹿児島シルバー110 番運営委員会 所長 

鹿児島障害者職業センター 精神障害者雇用支援連絡協議会 所長 

 発達障害者雇用支援連絡協議会 所長 

 職員研修 所長 

保護観察所 医療観察制度運営連絡協議会 所長 

 医療観察制度地域連絡協議会 保健師 

 医療観察法に係るケア会議 保健師 

 薬物事犯者引受人会 保健師 心理士 

 地域支援のあり方検討ワーキング 保健師 心理士 

 地域支援連絡協議会 保健師 

九州アルコール関連問題学会事務局 九州アルコール関連問題学会実行委員会 所長 保健師 

鹿児島県立短期大学 衛生委員会 所長 

鹿児島公共職業安定所 鹿児島障害者就労支援ネットワーク会議 高次脳機能障害者支援員
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（３）教育研修（平成２７年度） 

①思春期精神保健に関する研修会 

内容 参加者数 

【思春期講座Ⅰ】 

 講演：「子どもの心の危機状態 

～サイコーシス早期段階における精神療法～」 

 講師： 松下 兼宗 氏 

（当センター非常勤医師，福山病院 副院長） 

保健所，市町村，相談

機関，児童福祉施設，

教育機関等

 計６８人

【思春期講座Ⅱ】 

 講演：「思春期に見られる問題事例とそのアプローチ」 

 講師： 吉田 巌 氏 

（県中央児童相談所 精神科医師）

保健所，市町村，相談

機関，児童福祉施設，

教育機関等

 計５２人

【思春期講座Ⅲ】 

 講演：「思春期診療このごろ」 

 講師： 中川 潔 氏 （中川クリニック 院長） 

 取組紹介：「南さつま子どもの家」園長 上薗 昭二郎 氏 

保健所，市町村，相談

機関，児童福祉施設，

教育機関等

 計６５人

【思春期事例検討会】 

 助言者：松下 兼宗 氏 （当センター非常勤医師，福山病院 副院長） 

保健所，市町村，相談

機関，児童福祉施設，

教育機関等

計３５人

【思春期精神保健福祉従事者研修会】 

 講演：「精神的な問題を抱える子ども達の理解と対応」 

 講師： 村上 伸治 氏  

（川崎医科大学 精神科学教室 講師） 

保健所，市町村，相談

機関，児童福祉施設，

教育機関等

計１０３人
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②精神保健福祉業務従事者検討会及び研修会 

内容 参加者数 

業務検討及び情報交換 

 ・地域自殺対策強化事業 

 ・医療観察法の適用基準 

 ・自立支援協議会   等 

保健所，市町村，医療

機関等

    計３４人

※業務検討及び情報交

換は障害福祉課，保

健所職員１９人参加

研修会 

１． 講話：「近年の精神医療の現状と精神障害の特性」 

 講師： 竹之内 薫（鹿児島県精神保健福祉センター 所長）

２． グループワーク 

 事例検討 

 助言者：竹之内 薫（鹿児島県精神保健福祉センター 所長）

笹川 純子 精神保健福祉対策監（鹿児島県障害福祉課） 
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③高次脳機能障害者支援のための研修（高次脳機能障害者支援センター） 

内容 参加者数 

【高次脳機能障害者支援のための研修（基礎編）】 

１． 講演：「高次脳機能障害の診断とリハビリテーション  

～社会復帰に向けて～」 

 講師： 緒方 敦子 氏（鹿児島大学病院霧島リハビリテーション医学講座 

                  非常勤講師 客員研究員 公立種子島病院医師）  

障害福祉関係施

設，介護保険関係

施設 

計６５人

【高次脳機能障害者支援のための研修会】              

１．講演：「子どもたちの高次脳機能障害」 

   講師： 中島 恵子 氏（帝京平成大学大学院臨床心理学研究科 教授） 

２．家族の体験発表，意見交換 

 （体験発表者） 

① 命苫 鶴次 氏 

② 柿元 和子 氏 

一般県民（当事者

，家族会を含む）

医療機関， 

障害者就業・生活

支援センター， 

保健所，市町村，

教育機関 

相談支援事業所

計１８０人

【高次脳機能障害者支援のための専門家研修】 

講演：「高次脳機能障害者の地域支援～長期の見通しと地域で支える

戦略～」 

講師：瀧澤 学 氏（神奈川リハビリテーション病院 医療福祉総合相談室   

 社会福祉士高次脳機能障害者支援コーディネーター）

医療機関， 

保健所，市町村 

職業センター 

相談支援事業所 

介護保険事業所 

 計１５８人

【高次脳機能障害支援ネットワーク連絡会】 

１）関係機関活動報告                       

鹿児島障害者職業センター 

障害者支援施設 ゆすの里   

２）事例検討，意見交換 

助言者：瀧澤 学 氏（神奈川リハビリテーション病院 医療福祉総合相談室   

    社会福祉士高次脳機能障害者支援コーディネーター）

支援拠点病院， 

支援協力病院， 

障害者職業セン

ター， 

保健所,市町村，

相談支援事業所 

計９０人
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④自殺対策に関する研修会（自殺予防情報センター事業含む）                    

内容 参加者数 

【自殺対策関係者研修（自殺関連統計）】 

１． 講演：「自殺関連統計を活用した地域の実態把握について」 

 講師： 山内 貴史 氏 （国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所

自殺予防総合対策センター自殺実態分析室研究員）

２． 取組紹介「自殺統計原票データの特別集計を活用した取組」 

 紹介者：高橋 里恵 氏 （鹿児島市保健所 保健予防課保健師） 

保健所，市町村等

計４８人

【自殺対策関係者研修（若年層の自殺予防と事後対応）】 

１． 講演：「若年層の自殺予防と事後対応」

 講師： 川野 健治 氏 （国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所

自殺予防総合対策センター 室長） 

２． 取組紹介「学校現場におけるスクールカウンセラーの活動につい

て～自殺に視点をあてて～」 

 紹介者：児玉 さら 氏 （鹿児島県 スクールカウンセラー臨床心理士） 

保健所，市町村 

医療機関 

児童福祉施設 

教育機関 等 

計１１５人

【自殺対策関係者研修（自殺未遂者支援）】 

１． 講演：「自殺未遂者支援の必要性について」 

 講師： 宇田 典 氏 （伊集院保健所 所長） 

２． 講演：「自殺未遂者支援の連携体制づくりについて 

～滋賀県での取組～」 

 講師： 辻本 哲士 氏 （滋賀県立精神保健福祉センター 所長）

保健所，市町村 

医療機関 

警察・消防 

相談機関等

計８９人
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３．精神保健福祉相談

心の健康相談や精神医療に係る相談，アルコール，薬物，思春期，認知症に関する相

談など精神保健福祉全般の相談を実施している。 

（１）来所相談 

①来所相談件数推移 

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

新規 １５１ １０９ １３０

再来 ３６ ４０ １８

計 １８７ １４９ １４８

（延べ件数） （３４７） （２９７） （３４１）

②新規相談者の内訳（平成２７年度） 

②－１ 年齢別相談者人数 

年齢 ～９ １０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０以上 不明 計 

男 ０ １８ １８ １８ ９ １０ ６ ０ ０ ７９

女 １ １２ ７ １０ ４ ７ ８ １ １ ５１

②－２ 相談理由別人数 

相談理由 人数 相談理由 人数 

気分が不安定 ２２ おかしな言動 ３ 

眠れない ２ 飲酒に伴う問題  ５ 

食事がとれない ０ 薬物依存の問題 １ 

不安・恐怖・こだわりが強い １８ ギャンブルに伴う問題 ６ 

学校に行けない，学校に適応できない １５ 家族・近隣との問題 ８ 

職場に行けない，職場に適応できない  ３ その他行動上の問題 １０ 

家から外に出ることができない ６ 性格・対人関係の問題  ６ 

もの忘れ ２ その他 ２３ 

計 １３０ 

②－３ 相談の処置別人数 

処置 人数 

継続  ３３ 

他機関紹介  １９ 

終結  ７８ 

計  １３０ 
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（２）電話相談 

  ①電話相談延べ件数推移 

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

延べ件数 １，２８１ １，３８４ １，４５７

  ②相談内容（平成２７年度） 

相談内容 人数 

精神科疾患に関すること 病気・治療・薬のこと １９４

うつ・うつ状態 ６８

 社会復帰・福祉制度等 ５０

 人間関係・日常生活 ３２１

 家族等の対応 ７６

 その他  ６３

認知症・介護に関すること  ２６

アディクション関連問題 アルコール ８５

シンナー・薬物 ８

 ギャンブル ４１

 過食・拒食等  ７

 その他 ２２

思春期問題に関すること 不登校・ひきこもり ３３

学校生活（いじめ・友人関係等）に関

すること 

１１

 情緒不安定  ２０

 身体的不調（頭痛・腹痛・倦怠感等） １６

 性格・行動 ４２

 発育・発達に関すること ４

 非行・反社会的行動 ０

 その他 ２０

心の健康に関すること 言動が奇異 １８

気分の落ち込み・うつ状態 ４０

 希死念慮 ５

 不安・恐怖・こだわり ２０

 家族関係の悩み・ストレス    ７８

 職場関係の悩み・ストレス ２４

 その他人間関係の悩み・ストレス ３１

 ひきこもり １９

DVに関すること ３

 病院・相談機関等の情報 ４１

 その他 １９

その他  ５２

計 １，４５７
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４．調査研究  (Ⅲ 資料を参照) 

  地域精神保健福祉活動を推進するために以下の調査研究を行った。 

  「改正精神保健福祉法の運用に関する実態について」

５．関係団体の育成

地域精神保健福祉の向上を図るため，家族会，患者会等の支援を行っている。

（平成２７年度） 

対象 内容 回数 

鹿児島県精神障害者家族会連合会 理事会，総会，実行委員会等  ７

かごしまデイケア連絡協議会 総会，研修会  ２

鹿児島県断酒友の会 総会  １

アルコール依存症家族の会 ミーティング １２

セルフヘルプネットかごしま 例会，フォーラム（実行委員会） １３

こころ・つむぎの会 例会 ６

その他 ＧＡ，ぷらむ等 ２

計 ４３
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６．精神医療審査会の審査に関する事務

 精神科病院に入院中の者や家族等からの退院や処遇改善の請求についてその請求が適 

正であるか，また，医療保護入院の届出，措置入院者及び医療保護入院者に係る定期病

状報告書について，その入院の必要性を審査している。 

（１）審査会開催状況 

 合議体審査会・・・２４回（８回×３合議体） 

  全体会・・・・・・ １回 

（２）退院等請求の審査状況推移

年度
措置入院者 

定期病状報告書 

医療保護入院者

入院届 

医療保護入院者

定期病状報告書 
計 

退院・処遇 

改善請求件数

退院・処遇 

改善請求 

審査件数

Ｈ２２ ５１ ２，２５９ １，７５８ ４，０６８ １２９ ６８

Ｈ２３ ３７ ２，４７５ ２，０５５ ４，５６７ １２３ ７７

Ｈ２４ ２８ ２，２２１ １，９１９ ４，１６８ １１７ ８０

Ｈ２５ １４ ２，２７１ ２，０２８ ４，３１３ ９７ ５３

Ｈ２６ ２５ ２，２９８ ２，００１ ４，３２４ １０１ ７１

Ｈ２７ ２０ ２，２９６ １，８８５ ４，２０１ １１４ ６４

７．自立支援医療費（精神通院）及び精神障害者保健福祉手帳の判定交付事務

  自立支援医療費（精神通院）の支給認定及び精神障害者保健福祉手帳の申請に対する

審査を行い，受給者証及び手帳の交付を行っている。

（１）自立支援医療費（精神通院）

①自立支援医療費（精神通院）申請承認件数推移 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

申請件数 ２０，９５１ ２２，２４０ ２２，６１２

承認件数 ２０，９５１ ２２，２４０ ２２，６１２
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②疾患名・年齢別自立支援受給者証交付者数（平成２７年度） 

（単位：人）

２０歳未満
２０歳以上
４０歳未満

４０歳以上
６５歳未満

６５歳以上
７５歳未満

７５歳以上

Ｆ０ 症状性を含む器質性精神障害 917 0 79 311 183 344

Ｆ１０　アルコール使用による精神及び
行動の障害

599 0 40 349 177 33

覚せい剤及び覚せい剤を除く精神
作用物質使用による精神及び行動の障害

55 0 13 35 7 0

Ｆ２
統合失調症、統合失調症型障害及び
妄想性障害

9,364 39 1,998 5,723 1,379 225

Ｆ３ 気分（感情）障害 7,242 37 1,779 4,205 1,005 216

Ｆ４
神経症性障害、ストレス関連障害及び
身体表現性障害

1,165 42 469 543 85 26

Ｆ５
生理的障害及び身体的要因に関連した
行動症候群

42 2 18 15 3 4

Ｆ６ 成人のパーソナリティ及び行動の障害 113 1 45 55 7 5

Ｆ７ 精神遅滞〔知的障害〕 260 5 96 138 18 3

Ｆ８ 心理的発達の障害 285 76 157 52 0 0

Ｆ９
小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒
の障害及び特定不能の精神障害 247 141 84 22 0 0

F99 特定不能の精神障害 2 0 0 1 0 1

G40 てんかん 2,321 424 803 895 171 28

計 22,612 767 5,581 12,344 3,035 885

Ｆ１

疾患名 総数

自立支援受給者証交付者数
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（２）精神障害者保健福祉手帳所持者数推移

（単位：人，％） 

年度 １級 ２級 ３級 計 

Ｈ２０ 
１９３ ５,０４５ １,３９４

６,６３２ 
2.9 76.1 21.0

Ｈ２１ 
２６８ ５,４５９ １,３７３

７,１００ 
3.8 76.9 19.3

Ｈ２２ 
２９９ ６,４２４ １,６１０

８,３３３ 
3.6 77.1 19.3

Ｈ２３ 
２９２ ６,８７７ １,７８８

８,９５７ 
3.3 76.8 20.0

Ｈ２４ 
２９２ ７,０２９ １,９６８

９,２８９ 
3.1 75.7 21.2

Ｈ２５ 
２９３ ７,４４５ ２,１２６

９,８６４ 
3.0 75.5 21.6

Ｈ２６ 
３０４ ７,８４８ ２,２８０

１０,４３２ 
2.9 75.2 21.9

Ｈ２７ 
３２３ ８，５３８ ２，５２９

１１，３９０ 
2.8 75.0 22.2

※手帳の有効期限切れを除く，各年度末の所持者数を記載 

※上段は所持者数，下段は構成比 

精神障害者保健福祉手帳所持者数

0

2,000

4,000

6,000
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

１級 ２級 ３級（人）
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８．高次脳機能障害者支援センター

 高次脳機能障害者への支援拠点機関として，精神保健福祉センター内に高次脳機能   

障害者支援員が置かれており，高次脳機能障害者に対する専門的な相談支援，関係機   

関との地域支援ネットワークの充実，関係者への研修等を行っている。 

（１）来所相談 

 ・来所相談延べ件数推移 

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

延べ件数 ６６ ７３ ５１

（２）電話相談 

 ・電話相談延べ件数推移 

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

延べ件数 ３３７ ３６１ ２４８

９．自殺予防情報センター

  自殺対策を推進するため，精神保健福祉センター内に自殺対策調整員が置かれてお   

り，自殺に関する情報収集・分析，情報提供や自殺対策に関わる団体・人材の育成，   

自死遺族等の支援を行っている。 

（１）来所相談 

・来所相談延べ件数推移 

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

延べ件数 １９ １４ ２１

（２）電話相談 

・電話相談延べ件数推移 

年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 

延べ件数 ５１６ ５０４ ４８１



Ⅲ 資料 



改正精神保健福祉法の運用に関する実態 
○郡山たか子 田原直子 坂下喜美子 大園佳子 竹之内薫（鹿児島県精神保健福祉センター）

１ はじめに

 平成26年4月に施行された改正精神保健福祉法（以下

改正法）においては，保護者制度が廃止となったほか医

療保護入院は家族等同意により実施されることになり，ま

た，退院支援に関する新しい仕組み（退院後生活環境相

談員，医療保護入院者退院支援委員会など）の導入，精

神医療審査会委員に関する改正等が行われた。

今回，これらの中でも保護者同意から家族等同意に変

更されてからの医療保護入院の運用実態について，当セ

ンターの資料に基づき調査したので報告する。

２ 対象及び方法

（１）医療保護入院した人の疾病分類（ICD-10）について

① 平成 26年 2月 1日～2月 28日の 1ヶ月間に旧法

第33条第2項による医療保護入院となった人の，旧

法第 33条第 2項の入院届に記載された病名

② 平成 26年 2月 1日～2月 28日の 1ヶ月間に旧法

第 33条第 2項を経ずに旧法第 33条第 1項による

医療保護入院となった人の，旧法第 33 条第 1 項の

入院届に記載された病名

③ 平成 27年 2月 1日～2月 28日の 1ヶ月間に医療

保護入院となった人の，入院届に記載された病名

（２）医療保護入院の際の保護者（旧法）ないし同意者（改

正法）について

① 平成 26年 2月 1日～2月 28日の 1ヶ月間に旧法

第 33 条第 1 項による医療保護入院となった人の保

護者の区分

  ② 平成27年2月1日～2月28日の 1ヶ月間に医療

保護入院となった人の同意者の区分

（３）医療保護入院から退院した人について

  ① 平成26年2月1日～2月28日の 1ヶ月間に医療

保護入院から退院した人の退院届に記載された転

帰

  ② 平成27年2月1日～2月28日の 1ヶ月間に医療

保護入院から退院した人の退院届に記載された転

帰

（４）平成 27年 2月 1日～2月 28日の 1ヶ月間に医療保

護入院した人の「入院診療計画書」に記載された推

定入院期間（うち医療保護入院分）について

３ 結果

（１）改正法施行前の医療保護入院した人の疾病分類は，

33条 2項入院においてはＦ0：器質性精神病が 51％と約

半数を占め，次いでＦ2：統合失調症が 33％，Ｆ3：気分

（感情）障害 8％となっている。33 条 1 項入院では，Ｆ2：

統合失調症が 44％と約半数を占め，次いでＦ0：器質性

精神病 31％，Ｆ3：気分（感情）障害 13％となっている。 

（図 １, 図 ２）

改正法施行後，医療保護入院した人の疾病分類は，Ｆ2：

統合失調症が 44％と約半数を占め，次いでＦ0：器質性

精神病 33％，Ｆ3：気分（感情）障害 12％となっている。

（図 ３）

（２）改正法施行前の医療保護入院した人の保護者は，配

偶者 35％，父母 28％，子・孫 16％，兄弟・姉妹 14％，市

町村長 6％であった。（図 ４）

改正法施行後の医療保護入院した人の同意者は，父

母 29％，子・孫 26％，配偶者 22％，兄弟・姉妹 19％，市

町村長 1％であった。（図 ５）

（３）改正法施行前の医療保護入院から退院した人の転

帰は，通院医療43％，転医27％，入院継続17％，死亡9

％であった。また，退院後の帰住先については，自宅が

51％，施設22％，その他28％であった。（図  ６－１，２）

  改正法施行後の医療保護入院から退院した人の転帰

は，通院医療 43％，転医 26％，入院継続 21％，死亡 8

％であった。また，退院後の帰住先については，自宅が

53％，施設 20％，その他 27％であった。（図 ７－１，２）

（４）医療保護入院した人の「入院診療計画書」に記載さ

れた推定入院期間は，3ヶ月未満が 11.9％，3ヶ月から 6

ヶ月未満が 44.0％，6 ヶ月～7 ヶ月未満が 25.1％，11 ヶ

月～12 ヶ月未満が 16.9％で，12 ヶ月以上のものはなか

った。  （図  ８）

４ 考察及びまとめ

（１） 医療保護入院した人の疾病分類（ICD-10）について

旧法33条 2項と 1項では占める割合の順位（Ｆ0:器質

性精神病，Ｆ2:統合失調症）が逆転している。旧法の保

護者制度では，医療保護入院において，同意し得る保護

者には優先順位（1後見人又は保佐人，2配偶者，3親権

を行う者）がつけられている。Ｆ0:器質性精神病は主に認

知症が考えられることから配偶者が保護者になり得なか

ったのではないかと推察される。改正法では旧法 33条 1

項入院の疾病分類とほぼ同じであった。

（２）医療保護入院の際の保護者（旧法）ないし同意者（改

正法）について

改正法では同意者は家族等となっており，優先順位は

つけられていない。旧法では最も多かった配偶者が改正

法では 3 番目になった。また，家族等が存在し，連絡が

取れる状況にある限り，家族等が同意を拒否した場合は

医療保護入院はできないことになっている。旧法では同

意する保護者がいない場合，市町村長同意による入院と

してきた経緯があり，6％を占めていた市町村長同意につ

いては改正法では 1％となっている。

（３）医療保護入院から退院した人について

旧法と改正法施行後での退院後の転帰に差は見られ

なかった。また，帰住先についても同じように差はみられ

なかった。
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（４）医療保護入院した人の「入院診療計画書」に記載さ

れた推定入院期間について

国は，平成16年9月に策定された「精神保健福祉施策

の改革ビジョン」において，「入院医療中心から地域医療

中心へ」という方向性を打ち出し，様々な取り組みが行わ

れたが，目標を十分に達成できたとはいえない。これま

での取り組みは社会的入院者への働きかけにスポットを

当てたものであったが，精神科医療の現状として新規入

院者のうち，約 6割は 3 ヶ月未満で，約 9割は 1年未満

（＊１）で退院している。このような現状を踏まえ，これまで

の出口に焦点をあてた社会的入院の解消に取り組む政

策に加えて，新たな長期入院を生まないための入り口に

焦点をあてた取り組みも強化していくことになった。

今回の調査はあくまで推定入院期間ではあるが，１年

以上を推定しているものはなかったものの，3 ヶ月未満が

11.9％であり，国の推計値とは大きくかけ離れている。

鹿児島県の実態として 1 年未満入院者の平均退院率

は平成24年度で65.0％であり，全国70.9％に及ばず下

位にある。鹿児島県第 4期障害福祉計画において，精神

障害者の地域移行の支援では平成 29 年度目標値を設

定しており，入院後3ヶ月時点の退院率を58.4％，1年時

点の退院率を 88.3％と設定している。

改正精神保健福祉法による退院支援においては，新し

く導入された退院後生活環境相談員や医療保護入院者

退院支援委員会の仕組みが適正に運用される必要があ

る。このためには，退院後生活環境相談員が医療保護入

院開始から退院までの責務と役割について十分に理解

し，業務を推進できるように研修等をとおして質の確保を

図ることが求められる。

（＊１）平成 23年精神・障害保健課調より推計
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